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空家法の施行に伴う改正地方税法の施行について

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以下「空家法」という。）の

施行に伴い、地方税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第２号）第１条中地方税法第3

49条の３の２第１項の改正規定及び附則第17条第３項の規定が、平成27年５月26日から施行

されます。

これに伴い、地方税法（昭和25年法律第226号）第349条の３の２第１項に規定する住宅用地

のうち、賦課期日現在において、空家法第14条第２項の規定により所有者等に対し勧告がされ

た同法第２条第２項に規定する特定空家等の敷地の用に供されている土地については、住宅

用地に対する固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例（以下「住宅用地特例」という。）

の適用対象から除外されることとなりますので、適切に対応いただくとともに、下記事項にご留

意いただきますようお願いいたします。

また、貴都道府県内の市区町村に対しても、この旨をご連絡いただきますようお願いいたしま

す。

なお、本通知は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくも

のです。

記

１ 空家法に基づく勧告の対象となる「特定空家等」とは、「そのまま放置すれば倒壊等著しく

保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な

管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保

全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。」（空家

法第２条第２項）ものであり、勧告がされた特定空家等の敷地の用に供されている土地につ

いて住宅用地特例の適用対象から除外されるものであること。
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２ 賦課期日において、勧告に基づく必要な措置が講じられた場合等には、住宅用地特例

が適用除外されないことから、空き家担当部局とも十分連携を図る必要がある。（別添『「特

定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）』参

照）

３ 特定空家等として勧告された場合、当該特定空家等に係る家屋について、当該勧告の内

容を踏まえ、 「地方税法第三百四十九条の三の二の規定における住宅用地の認定につい

て」（平成９年４月１日自治固第13号）中、「一 住宅の認定」を参考に、その現況を十分確認

すること。その際、当該家屋の用途や損耗状況等についても確認すること。


